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たっては， ROA(Return On Assets，資産収益率〉が重視され， また， リスク・アセット・
レシオを考慮に入れた ALM(Asset & Liability Management，資産・負債管理〉， リスク管
理の重要性が増してくる。
また，国際統一基準においては，保証業務，外国為替関連取引，金利関連取引などのオフ・
バランス取引も一定の掛目が定められ，そのうえでリスク・ウェイトを乗じ， リスク・アセッ
トとして計上される。これらのうち債務保証の保証料は，一般貸金の利鞘に比べてかなり低L、
水準におかれているが，保証も貸金と同量のリスク・アセットとしてみなされることから，保
証料について貸金と同様の基準で収益性を考えていく必要がある，とL、う指摘がある。
以上｝正，資産を効率的に配分し，資産の収益率を高め，収益を拡大するということであるが，
さらに，自己資本比率規制の適用を契機に資産増に， したがってリスク・アセット増にならな
L、業務の拡大およびフィー・ビジネスの積極的な展開によって手数料収入を増強し，収益の増
力口をはかることがj主目されてL、る。
(3) 貸付債権の流動化
銀行が貸付債権のすべてを売却するということは考えられないが，その一部を随時売却する
ことができれば， リスク・アセットを縮小し，自己資本比率を高めることが可能になり，総資
産をコントロールするという観点から，貸付債権の流動化は，自己資本比率向上の具体的な方
策として重要視されている。
貸付債権の流動化については，現在までのところ，（ i）住宅ローン債権の流動化および（ii)
地方公共団体等に対する貸付債権の流動化については取扱いが認められており，（出〉一般貸付
債権の流動化については，金融制度調査会金融制度第二委員会作業部会の報告書がまとめられ
ており，また都市銀行懇話会においても，実現に向けて必要なスキームについての検討が進め
られている。
( i) 住宅ローン債権の流動化
住宅ローン債権信託は，昭和48年6月に，住宅金融専門会社が保有する住宅ローン債権のう
ち条件（金利，期間など〉が同じである多数のローン債権を一定額にまとめて信託する制度と
して創設されたが，譲受人，期間，配当率などの制約から，その利用はきわめて限られていた。
しかし， BI Sにおける自己資本比率の国際的統一化を契機として債権流動化などによる自己
24 立教経済学研究第43巻第4号 1990年
資本比率向上2誌の検討が注目されることになり，住宅ローン債権信託の商品性の改善が金融制
度調査会金融制度第二委員会作業部会で昭和63年3月以降検討され，その改善案が6Jj 9日に
金融制度調査会総会に報告され，了承された。大蔵省は，この報告を受けて翌6月10日に「住
宅ローン債権信託の取扱いについてJ（蔵銀第1238号〕としづ通達を発出した。住宅ローン債
権信託は，様々な住宅ローン債権を・摺して信託し，多数かつ多様な信託受益権に変換したう
えで，これを流通させるものである。通達の主要点は，つぎのとおりである。
①委託者は，銀行その他の金融機関または住宅金融専門会社とし，受託者は，信託銀行と
する。
②設定方式は， 「買戻方式」および「売切方式」とし，そのいずれかとする。
③対象債権は，固定金利ものの住宅ローン債権とする。ただし， 1売切方式」の場合は，
信用保証会社の保証付または保険会社の保証保険付のものに限る。
①期間は， 5年起とする。ただし，委託者が住宅金融専門会社である場合は，この限りで
ない。
⑤ 受託者は，信託された住宅ローン債権に係る債権管理，取立事務などの信託事務を委託
者に委託することができる。
①受益権の販売単位は， 1億円以上とする。
① 設定時における受益権の販売の取扱いは，受託者が行う。この場合において，委託者が
投資家から支益権の購入の申込みを受けたときは，当該委託者はこれを受託者に紹介する
ことができる。
⑥ 流通時における受益権の販売の取扱いは，委託者または受託者が行う。
① 受益権の販売対象者は，金融市場の動向等に精通した機関投資家等とする（個人は含ま
ない〉。
取扱開始時期i土，事務連絡において，住宅金融専門会社の「買戻方式」については6月10日
以降とし，その他については別途指示するとされていたが，作業部会の報告においては， 3カ
月経過後に実施するとされていた。大蔵省は，この作業部会の報告を踏まえて昭和63年10耳31
日に金融機関に対し住宅ローン債権信託の取扱いを認める通達を発出した。
以上の経緯によって，金融機関の住宅ローン債権信託の取扱いが認められた。
住宅ローン債権信託の設定が「売切方式」であれば，自己資本比率改善心役立つことi二なるか
(ii) 地方公共団体等に対する貸付債権の流動化
金融制度調査会金融制度第二委員会作業部会は，昭和63年12月以来，我が国金融機関の自己
資本比率の向上をはかるための具体的な方策のーっとして，地方公共団体等に対する債権の流
動化について審議を行ってきたが，その審議の結果が平成1年3月30日の金融制度第二委員会
に報告，了承され，さらに同報告書は， 5月初日の金融制度調査会総会において了承された。
大蔵省は，この報告書を受けて7月17日に「地方公共団体等に対する貸付債権の流動化につい
銀行の自己資本比率規制
て」 （蔵銀第1821号〉とL、う通達を発出した。
通達の内容は，つぎのとおりである。
①対象債権
25 
流動化に係る対象債権は，地方公共団体に対する貸付金〈証書貸付形式による地方債を合
む〕および地方公社に対する貸付金とする（「地方公社」とはーの地方公共団体が資本金，善
本金等の4分のl以上を出資している法人ならびに特別法に基づく土地開発公社，地方住宅供
給公社および地方道路公社却、う〉。
① 債権譲渡の方式
対象債権を有する金融機関は，債務者である地方公共団体等の事前承諾を得て， 「民法」上
の指名債権譲誌の方式により譲渡する〈債権譲渡は，売切方式を原則とするが，当事者聞の契
約により，買戻し等の特約を付すことを妨げなLつ。
③事務委任
譲渡者である金融機関は，譲受者から当該債権に係る5f;利金の回収等の債権管理事務の委任
を受けることを原則とし，この場合，譲受者に対し，譲渡する貸付債権の明細を記載した証書
を発行する。
①転売の禁止
譲渡された貸付債権は，譲受者から他の第三者へ転売は行わないものとする。
① 譲渡者
譲渡者は，対象債権を有する金融機関とする。
＠譲受者
譲受者は，金融市場の動向等に精通した機関投資家等（個人は含まなLウとする。
①最低譲渡金額
対象債権の最低譲渡金額は， 1億円とする。
この通達によって，金融機関は，保有する地方公共団体等の貸付債権を必要に応じて流動化
することができるようになった。
横浜銀行は，同行が保有する債権のうち地方公社向けの30憶円を 7月31日に売却し，金融界
で初めて地方公共団体等向けの貸付債権の流動化を実施し，その第1号となった。
（出〉 一般貸付債権の流動化
都市銀行懇話会は，平成1年4月1日に一般貸付債権の流動化についての提案を金融制度調
査会金融制度第二委員会作業部会で行い，同作業部会は，一般貸付債権の流動化についての審
議を進め， 5月31日に「金融機関の一般貸付債権の流動化について」とLづ報告書をまとめ，
同報告書は， 6月6日の金融制度調査会金融制度第二委員会において了承された。
同報告は， 「わが国における一般貸付債権の流動化については，引き続き幅広い観点から検
討を続ける必要があるが，当作業部会としては，第l段階として本報告書で示した具体的スキ
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ームに基づきこれを進めていくことが適当と考えており，今後関係者聞における細目の検討を
総て速やかに実h越されることを崩待したLリと結んでいる。
この報告書において示されている具体的スキームは，つぎのとおりである。
① 指名債権譲渡方式による個別相対取引
一般貸付債権の内容が，信用力，貸付条件，担保等の珂で多様であり，個別性が強L、こと，
また，取引当事者が金融機関に限定されることを考慮、し，その流動化は， 「民法」上の指名債
権譲渡による個別相対取引として行うこととする。
また，原則として売切とし，売却金融機関は譲受金融機関に対し，譲受債権に係る支払保証
義務および買戻し義務を負わなL、。なお，手形貸付の場合には，手形債権も併せて譲受金融機
関に譲渡するものとする。
① 転売不可
法律関係の安定性を確保するとともに，金融検序の混乱を回避するため転売不司とする。た
だし，譲渡された貸付債権について，完却金融機関が譲受金融機関から買戻しを行うことを妨
げない。
① 債務者の承詰
イ責務寄保護および法律関係の安定性を確保する観点から，当初の貸付契約締結時点で債務者
から包括的な承諾を得ておく。ただし，長期の貸付債権については，制度が定着するまでの間，
債権譲渡に際して債務者の承諾等を得ることとする。
④事務委任
売却金融機関は，譲受金融機関から債権回収，担保管理等についての事務委任を受けること
を原則とし，事務委任を受けた売却金融機関は，引き続き原契約書類等を保管して債務者との
間でこれらの事務を処理する。なお，この場合，売却金融機関は譲受金融機関に対し，債権譲
渡の証拠となる証書を発行する。
⑦対象債権の範囲
（イ〕 投資家保護をはかる観点から，投資家が債務者の信用力を判断するために必要な信
用情報を得る方法が確保されていなければならない。したがって，とくに法律上ディスクロ
ージャーが求められていない非上場企業等に対する貸付債権の譲渡にあたっては，売却金融
機関が得ている信用情報を秘密保持等債務者保護に留意しつつ投資家に提供するための具体
的方法について契約善上統一的な手当てを行う前提でこれを認めることが適当である。
（ロ〉 法律関係の安定化をはかる観点から，担保付貸付債権が譲渡される場合の担保の随
伴性の問題について必要な点を契約書上織り込む等の具体的方策を講じておくことが必要で
ある。
（ハ〕 対象債権の期間については，金融機関相互の個別相対取引であり，かつ転売不可と
L汁条件のもとで流動化が実施されることを前提とすれば，特段の制限を加えないものとす
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る。
①最低譲渡金額
1億円以上とする。
⑦譲渡価額等
譲渡価額および事務委任手数料は，当事者間で自由に決定する。したがって，投資家たる
金融機関の実質利回りは，自由に決定されることになる。
以上のような具体的スキームを含む作業部会の報告にまとめられた流動化策は， 4月に都市
銀行懇話会が提示した基本的な考え方に沿ったかたちで策定されている。
この作業部会の報告が6月6日に金融制度第二委員会で了承されたのを受け，都市銀行懇話
会は， 6月9日にサブワーキングクeループを設置し，その後，ワーキングを 8回開催して商品
案の検討が進められ，その成果をまとめた中間報告を 9月20日の例会で了承じいる。
この中間報告では， 「譲渡契約書等の作成，事務処理の流れ，法的な契約構成など，実現に
向けて必要なスキームについてはほlま全面的に検討が加えられて」おり， 「あとは会計処理の
対応，大口融資規制，金融機関検査等にかかる行政当局の判断，流動化される債権の対象とな
る企業側の一般的な承諾などの調整を待つだゆとなった」と報じている。
なお，作業部会の報告書は，一般貸付債権の流動化については，第二段階以降の検討課題と
してつぎの3つの課題をあげている。
投資家の範囲の拡大
② 信託方式の活用
① ローン・パーティシペーション（LoanParticipation）の検討
あとがき
以上，銀行の経営諸比率のうち，海外に営業拠点をもっ銀行に昭和63年3月期分から適用さ
れることになった自己資本比率規制の出際統一基準が導入されるにいたった経緯とその背景，
国際統一基準の特徴，内容について概説し，この国際統一基準の最終目標基準とされた8%以
tの達成，また自己資本比率の向上のための諸対策と課題，なお引き続き注目され，検討され
ている問題について整理してみた。
金融の自由化，国際化の流れは，銀行業務の自由化，多様化，国際化をおし進め，金融の一
体化を生み出し，金利の自由化を進めている。それに伴って銀行の収益構造は変化し，信用リ
スクのみでなく各穂のリスクは増大し，競争は激化し，銀行経営をめぐる金融環境は，ますま
す厳しくなっている。
このような状況のもとにおける自己資本比率規制の国際統一基準の導入は，今後の銀行経営
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について現実的にかつ抜本的に見直すことを促す契機になっている。
（平成1年11月24日〉
追記
(1) 「『普通銀行の業務運営に関する基本事項等について』通達の一部改正について」〔平成
2年1月11日，蔵銀第21号〉によって，昭和57年4月1日付蔵銀第901号「普通担行の業務
運営に関する基本事項等について」通達の別紙，第4の3の（3）「転換社債の発行により調
達した資金の使途は，当該発行銀行の設備投資等にあて，貸出等営業の原資として使用しな
L、こと」が削除され，銀行が転換社債を発行するさいの調達資金の使途制限が撤廃された。
これを受けて「埼玉銀行は25日，調達資金の使途制限のない転換社債を 300億円（払込日は
2月20日）発行すると発表した」（第1号〉，（日本経済新聞，平成2年1月26日う。
(2) 「大蔵省は，銀行が保有する企業向けの貸出債権を小口の金融高品lこ分割して，第三者
に譲渡する『一般貸出債権の流動化』を 3月から解禁する方針を固めた」 〔日本経済新聞，
平成2年1月228)c
(3) 「住友銀行は， 3月末払い込みの中開発行増資を最後に，今後3年程度は大型の資金調
達をしない方針を決めた。国際決済銀行（BIS）の定める自己資本比率規制を追加増資な
しで乗り切れると判断した」 （日本経済新聞，平成2年1Jj24日〉。
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